










An Examination of the Law Applicability




The group boycott has used to be regulated as "unfair business practice" in Japan. Its
violators would be imposed no more than "cease and desist order", even though they might
be considerably unfair of rendering the targeted firms from their market contestabihty. This
paper aims to show that the group boycott could be deemed as "unreasonable restraint of tr-
ade" which Article 3 prohibits, therefore its violators should be imposed "criminal penalty
and administrative fines" in order not to prevent the second offenders but also to exclude the
illegality of closed trades from Japanese economy. For such an aim, we try to reconstruct the
interpretations of the following two terms; "substantial restraint of competition" and "mutual-
ly restrict or conduct their business activities.
キーワ-ド:独占禁止法、共同ボイコット、不当な取引制限、競争の実質的制限、相互拘束
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50)石井良三『独占禁止法』 (1947) 146頁においては、 「共同してというのは、 3人以上の事業者が単に行為を共同に
するだけではなく、その意思を共同にすることを要する意味である。旧第4条違反の共同行為は、同時に犯罪行為
であるから、客観的な行為の共同を以って足り、意思の連絡を要しないとすることは正当ではない」と説明されて
SH"
国際公共政策研究 第5巻第1号
件を満たすとは言えず、さらに不当な取引制限には対市場要件である競争の実質的制限が定
められている以上、共同行為のうち、競争の実質的制限を伴わない行為は規制の対象とはな
らないことも明らかであるので、規制の範囲が広範囲になりすぎるおそれはないと考えられ
る。
また、私的独占における通謀による共同行為との差異は、共同行為参加事業者が独立かつ
対等の関係にある場合には不当な取引制限となり、結合等により支配・従属の関係にある場
合には私的独占となる、という点に求められると思われる。
このように、第四説である共同遂行独立説の解釈は、競争者間および取引先事業者との共
同行為の双方の場合において、問題はないと思われる。現在、この説はあくまで少数説とさ
れるものであり、多数説である非制限説を採った場合においても、不当な取引制限の適用範
囲を拡大していくことは可能であると思われるが、第四説を適用し得る場合の現実の垂直的
取引関係に基づく競争制限行為に対する効果を考慮すれば、その適用可能性について、より
積極的な検討がなされるべきではないだろうか。
4.おわりに:不当な取引制限の適用の意義
以上の検討の結果として、共同ボイコットが実効性を有する場合は、不当な取引制限の対
市場要件を満たし、非制限説若しくは共同遂行独立説を採ることによって行為要件をも満た
すと解することができるように思われるoしたがって、流通・取引慣行ガイドラインの「原
則として不公正な取引方法として違法となり、一定の取引分野における競争を実質的に制限
する場合には不当な取引制限として違法となる」という適用基準は妥当ではなく、直接、間
接を問わず共同ボイコットが成立している場合には原則として不当な取引制限が適用される
べきであると考えられる。
その意義としては、従来適用されてきた不公正な取引方政では排除措置が命じられるのみ
であるのに対して、不当な取引制限においては刑事罰、また価格に影響を及ぼす行為の場合
には課徴金の対象ともなるという制裁が課され、その効果を期待できることが挙げられる。
不公正な取引方法の他の行為類型に対しては、排除措置は公正な競争を回復するためには
有効な手段であるoたとえば、抱き合わせ販売に対しては、その抱き合わせの排除を命じる
ことによって、再販売価格の拘束あるいは拘束条件付取引に対してはそれらの拘束の排除を
命じることによって、競争を公正な状態に回復させることが可能である。しかし共同ボイコ
ットに対しては、取引を拒絶する協定の排除を命じたとしても、被拒絶者との取引を行わし
めることは不可能であって、当該行為がもたらす競争制限効果に対する是正措置としては不
十分であると考えられることは前述の通りである。したがって、共同ボイコットに対しては
共同ボイコットに対する法適用に関する一考察 329
排除措置は有効ではなく、厳しい制裁措置をもって違法性の認識の教化および発生の予防効
果を図ることが最も有効であり、その点に不当な取引制限を適用することの意義があると考
えられるのである。
その結果として、新規参入に対して閉鎖的とされる我が国の市場の競争秩序が改善される
ことも期待できる。今後市場の国際化の進展に伴い、参入の自由を保障する法適用の重要性
がますます高まるであろう。本稿ではそのような状況に早急に対応することが最優先される
べきであるとの考えから、現行の独占禁止法の枠内での解釈論上の解決を試みた。しかし、
行政措置を中心とするわが国の独占禁止法体系と刑事罰による抑止効果という考え方は相容
れないという指摘もあるだろう。従来わが国においては、独占禁止法の目的規定である1条
に「-一事業活動の不当な拘束を排除し」と定められていることからも推察できるように、
既存の事業者間の競争制限行為に対して拘束を排除するという行政措置を中心とした法運用
がなされてきたため、刑事罰等の厳罰をもって市場における競争状態を回復するという方針
はとられてこなかったからである。しかしすでに検討したように、排除措置のみでは参入の
自由を確保することは困難であり、新たな対応が必要とされている。その意味においては、
現行法のままでは限界があるともいえるだろう。今後は、取引を制限する共謀行為は重罪で
あると定めるアメリカ反トラスト法、またわが国の刑法等からの示唆を含め、立法論的立場
からもさらなる検討を行うことを課題としたい。
